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第
4
章

第1節　概要

平成19年度に見直しを行った第2次循環型社会

形成推進基本計画について、同計画に基づく施策

の進ちょく状況の点検を実施します。

1 廃棄物等のリデュース（発生抑制）

サプライチェーン全体の資源投入量の更なる低

減を図るため、資源の有効な利用の促進に関する

法律（以下「資源有効利用促進法」という。）や

産業構造審議会廃棄物処理・リサイクルガイドラ

インの改定・フォローアップ等によって、事業者

による製品の軽量化・長寿命化を図る設計・製造

や修理体制の充実や製造工程の改善、サプライ

チェーン事業者間の連携を通じた製造工程で発生

する副産物量の削減等による発生抑制（リデュー

ス）対策等を推進します。

また、廃棄物等の発生の少ない製品やリサイク

ル可能な製品など、環境への負荷の少ない製品の

積極的な購入及び市場への普及を進めるため、国

等の公的機関が率先してグリーン購入を推進する

とともに、グリーン購入に率先して取り組む企業、

行政、消費者団体等各主体から成るグリーン購入

ネットワークの活動の積極的支援や3Ｒ配慮情報

の消費者への提供を進めます。

特に一般廃棄物については、ごみ処理の有料化

を進めるに当たっての留意事項に関する考え方

や、検討の進め方を示す「一般廃棄物処理有料化

の手引き」の普及を行うことにより、有料化を行

う市町村の取組を支援します。

さらに、改正後の容器包装に係る分別収集及び

再商品化の促進等に関する法律（以下「容器包装

リサイクル法」という。）に基づき、容器包装廃

棄物の排出抑制を促進するため、容器包装廃棄物

排出抑制推進員（愛称：3Ｒ推進マイスター）を

活用した消費者への普及啓発や小売業者によるレ

ジ袋等の排出抑制の促進を図ります。また、地域

モデル事業や各種表彰を実施するほか、簡易包装

の推進に取り組みます。

2 循環資源の適正な循環的な利用の推進

（1）廃棄物の処理及び清掃に関する法律につ
いて

再生利用認定制度及び広域認定制度に基づき、

廃棄物の再生利用及び拡大生産者責任の下での適

正処理の一層の促進に取り組みます。

（2）資源有効利用促進法について
資源有効利用促進法や産業構造審議会廃棄物処

理・リサイクルガイドラインにおいては、事業者

による部品等の再使用が容易な製品設計・製造や

回収した製品からの部品等の再使用（リユース）

対策、製品の原材料としての再生資源の利用の促

進等のリサイクル対策、事業者による使用済製品

の自主回収・リサイクル対策、消費者への情報提

供による更なる回収の促進、生産工程の合理化等

による工場等で発生する副産物（スラグ、スラッ

ジ等）のリサイクル対策などの取組を促進します。

（3）容器包装リサイクル法について
容器包装リサイクル法については、容器包装廃

棄物の分別収集及び再商品化の実施等が促進され

るよう、同法に基づく制度の円滑な推進に取り組

みます。さらに、改正後の容器包装リサイクル法

に基づき、容器包装廃棄物に係る効果的な3Ｒの

推進、リサイクルに要する社会全体のコストの効

率化、国・自治体・事業者・国民等すべての関係

者の連携を図ります。

このほか、再商品化義務を履行しない事業者に

対する指導、いわゆるただ乗り事業者対策を推進

します。



（4）家電リサイクル法について
特定家庭用機器再商品化法（平成10年法律第

97号。以下「家電リサイクル法」という。）につ

いては、中央環境審議会・産業構造審議会合同会

合において取りまとめられた報告書に示された消

費者による廃家電の適正排出促進、不法投棄対策

の強化、対象品目の追加等の措置を実施します。

また、上記報告書を踏まえ、小売業者による引

取り、引渡し及び家電リサイクル券の管理並びに

製造業者等による引取り、再商品化（リサイクル）

及び家電リサイクル券の管理が適正に行われるよ

う、法の実効性を確保するための必要な措置を講

じます。

さらに、広報活動等を通じて同法の理解をより

一層深める取組を進めるとともに、不法投棄の実

態把握や投棄防止のために各地域の取組に関する

情報提供を引き続き実施していきます。

（5）建設リサイクル法について
建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律

（通称「建設リサイクル法」という。）については、

社会資本整備審議会・中央環境審議会の合同会合

において、制度の評価・検討を行います。また、

平成20年3月に、社会資本整備審議会・交通政策

審議会の建設リサイクル推進施策検討小委員会に

おいてとりまとめられた最終報告書を受け、新た

な建設リサイクル推進計画を策定します。

（6）食品リサイクル法について
食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律

（平成12年法律第116号。以下「食品リサイクル

法」という。）及び関連する政省令等が改正され

たことを踏まえ、食品廃棄物等の発生量が一定規

模以上の食品関連事業者に対する定期報告の義務

付け等指導監督の強化、新たな再生利用事業計画

認定制度を通じた再生利用等の円滑な取組等を推

進します。

また、食品循環資源の再生利用等の推進を図る

ため、食品リサイクル製品に対する評価・認証の

仕組みやルール作りを構築するとともに、新たな

食品リサイクル制度の普及啓発、食品廃棄物を含

むバイオマスの利活用を図ろうとする地域に対す

る施設整備の支援等を実施します。

（7）自動車リサイクル法について
新車・中古車販売業者、整備業者、解体業者、

破砕業者等の関係団体とも連携を図りつつ、各関

係事業者における使用済自動車の再資源化等に関

する法律（平成14年法律第87号。以下「自動車

リサイクル法」という。）の理解を深めるととも

に、自動車所有者に対する普及・啓発活動を行い

ます。

また、関係省庁及び地方自治体と連携して、同

法における違法行為や不適正行為の是正に向け、

監視・指導を強化し、関連事業者等の法遵守の徹

底や、同法の円滑な施行に取り組みます。

さらに、同法に基づきシュレッダーダスト等の

適正なリサイクル等が確保されるよう、引き続き、

法の実効性を確保するために必要な措置を講じま

す。

使用済自動車の引渡しに支障が生じている離島

地域市町村に対する必要な費用の支援について

は、引き続き効率的な実施を確保するとともに、

地方自治体が使用済自動車等の不法投棄等による

生活環境保全上の支障の除去を実施する場合に必

要な費用に対する支援事業を実施します。

（8）バイオマス・ニッポン総合戦略の推進
「バイオマス・ニッポン総合戦略」（平成18年

閣議決定）に基づき、情報提供やシンポジウムの

開催等を通じた国民的理解の醸成、バイオマスの

効率的な利活用が可能となる研究開発、未利用バ

イオマスの活用等によるバイオマスタウンの構築

に資する人材育成、バイオマスの変換・利用施設

整備等を実施します。

特に、国産バイオ燃料については、平成19年2

月に関係府省（1府6省）から成る「バイオマ

ス・ニッポン総合戦略推進会議」において作成し

た、国産バイオ燃料の大幅な生産拡大に向けた工

程表に基づき、関係府省が連携して、生産拡大に

向けた取組を推進します。

具体的な取組として、農林漁業者等とバイオ燃

料製造業者が共同して原材料生産と燃料生産を行

う取組及びバイオ燃料に関する研究開発の促進を

図ることを目的とした「農林漁業有機物資源のバ

イオ燃料の原材料としての利用の促進に関する法

律案」を第169回国会に提出したところです。ま

た、食料自給率の低い我が国において、食料供給

と競合しない稲わら等のソフトセルロースを原料

として、収集・運搬からバイオ燃料を製造・利用

するまでの技術実証を一体的に行い、ソフトセル

ロースの利活用技術を確立します。
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さらに、平成20年度税制改正において、バイ

オエタノール混合ガソリンに係るガソリン税（揮

発油税及び地方道路税）の軽減措置、バイオ燃料

製造設備に係る固定資産税の軽減措置を創設し、

バイオ燃料の生産・利用拡大を図ります。

このほか、地域のバイオマスを効率的に利活用

するバイオマスタウンを22年度までに300地区程

度構築することを目指し、バイオマスタウン構築

を推進します。

（9）都市再生プロジェクトの推進
首都圏ゴミゼロ型都市推進協議会、中部圏ゴミ

ゼロ型都市推進協議会、京阪神圏ゴミゼロ型都市

推進協議会では、中長期計画を踏まえ、進ちょく

状況の点検、新たな課題の検討を行うなど、フォ

ローアップを行います。

（10）総合的な静脈物流システムの構築に向
けた港湾における取組

循環資源取扱支援施設の整備等を行う総合物流

静脈物流拠点港（リサイクルポート）の形成を推

進することにより、海上輸送による効率的な静脈

物流ネットワークを構築し、循環資源の全国規模

での広域的な流動を促進するとともに、臨海部に

おいてリサイクル産業の立地を促進します。また、

国内の静脈物流システムとも連携を図りながら、

効率的な国際静脈物流システムの構築に向けた取

組を推進します。

（11）ゼロ・エミッション構想の推進
ゴミゼロ型の地域社会づくりに向けて、ゼロ・

エミッション構想推進のため「エコタウン事業」

を推進します。

（12）その他の取組について
下水道事業で発生する汚泥については、固形燃

料化や消化ガス化によるエネルギー利用や、緑農

地利用、建設資材利用等の有効利用を推進します。

農業集落排水事業においては、処理過程で発生

する汚泥についてコンポスト化や建設資材利用等

によるリサイクルを推進するとともに、地域の実

情に応じて余剰汚泥の減容化を進めます。

さらに、水産系副産物である貝殻の再資源化に

より資源の循環的利用を推進します。畜産業にお

いて発生する家畜排せつ物については、家畜排せ

つ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律

（以下「家畜排せつ物法」という。）に基づき、適

正な管理を徹底するとともにたい肥化を中心とし

た利活用を推進します。
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3 廃棄物の適正な処理の推進

（1）一般廃棄物対策
地域における循環型社会づくりのための社会資

本整備を加速させるため、広域的かつ総合的に廃

棄物処理・リサイクル施設の整備を推進する「循

環型社会形成推進交付金制度」の改善、強化を図

ります。

また、国全体として3Ｒに重点を置いた最適な

リサイクル・処理システムを構築していくための

施策の一つとして、一般廃棄物処理事業に係るコ

スト分析の標準的手法を示す「一般廃棄物会計基

準」、一般廃棄物の標準的な分別収集区分やエネ

ルギー回収、最終処分等の処理の考え方を示す

「市町村における循環型社会づくりに向けた一般

廃棄物処理システムの指針」の普及を行い、市町

村の3Ｒ化改革に対する技術的支援を実施します。

さらに、改定された「廃棄物処理施設整備計画」

に基づき、廃棄物処理事業の3Ｒ化を進めていき

ます。

また、地球温暖化対策として、3Ｒの推進によ

る焼却量の抑制を図りつつ、燃やさざるを得ない

廃棄物からのエネルギーを有効活用する廃棄物発

電やバイオマスエネルギー活用により、化石燃料

の使用量の抑制を推進します。

廃棄物系バイオマスについては、分別手法、収

集・運搬を含めた利活用のシステム全体について

有効な手法をパターン化するため、有効であると

考えられる利活用の手法についてモデル地域にお

ける実証を行い、廃棄物系バイオマスの大幅な利

活用の促進を図ります。

（2）産業廃棄物対策
産業廃棄物問題解決に向け、未然防止や廃棄物

処理システムの透明性の向上を推進し、さらに、

循環型社会の構築に向けて、優良な処理業者の育

成や行政における体制整備・対処能力向上を進め

るとともに、電子マニフェストの普及促進を行い



（1）3Ｒイニシアティブの推進
2008年（平成20年）5月のＧ8環境大臣会合や

7月の北海道洞爺湖サミットも念頭に、議長国と

して3Ｒイニシアティブ推進に向けた国際的議論

を主導するとともに、それらの成果も踏まえ、3

Ｒに関する技術移転及び3Ｒに関する研究ネット

ワークの形成の推進や、東アジア循環型社会ビ

ジョンの策定に向けた調査を実施することで、国

際的な循環型社会の構築に向けた取組において

リーダーシップを発揮していきます。

（2）有害廃棄物の越境移動の規制
有害廃棄物等の輸出入等の規制を適切に実施す

るため、特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関

する法律（以下「バーゼル法」という。）及び廃

棄物処理法の適切な施行及び運用を行います。

バーゼル法等の周知のため、説明会を全国主要

都市で開催します。また、廃棄物等の不法輸出を

水際で防止するため、輸出申告された法令違反疑

義貨物について検査立会や定期的な意見交換を実

施し、税関との連携を強化します。

アジア各国に対しては、有害廃棄物の不法輸出

入防止に関するアジアネットワークによる情報交

換を引き続き行うとともに、有害廃棄物の国境を

越える移動及びその処分の規制に関するバーゼル

条約事務局と連携し、アジアにおけるE-waste対

策を推進します。
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ます。

PCB廃棄物や石綿を含む廃棄物等について、

必要な体制の整備を行い、確実かつ適正な処理を

推進します。

適正な産業廃棄物処理施設の整備に関しては、

廃棄物処理センター等公共関与による産業廃棄物

処理施設の整備促進を図ります。

産業廃棄物の不法投棄対策については、廃棄物

の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第

137号。以下「廃棄物処理法」という。）による

規制を厳格に行い、不法投棄の撲滅に向け断固と

した姿勢で臨みます。不法投棄対策を総合的・多

角的に進めるため、引き続き、専門家チームの派

遣による都道府県等のスキルアップ支援、地方環

境事務所と都道府県等との連携の強化等を行いま

す。さらに、硫酸ピッチの不適正処分の防止につ

いては、引き続き、関係機関との連携等を図りま

す。また、平成19年度設定した「全国ごみ不法

投棄監視ウィーク」を実施し、国と地方公共団体

等が連携した監視活動や普及啓発活動等を行って

いきます。平成10年6月以降に不法投棄等された

産業廃棄物に起因する生活環境保全上の支障の除

去等については、引き続き、廃棄物処理法に基づ

き、支障の除去等を自ら行う都道府県等に対して

財政支援を行っていきます。これ以前の不適正処

分に対しては、都道府県が行う支障除去等事業に

関して、産廃特措法に基づく措置を講じていきま

す。

なお、平成9年の改正廃棄物処理法の施行から

10年が経過し、附則に定められた施行状況の検

討時期を迎えたことから、制度について評価・検

討を行います。

（3）廃棄物の処理における環境配慮等
港湾における廃棄物埋立護岸について、東京湾

等において整備を行います。さらに首都圏の建設

発生土の有効利用を図るため、海上輸送により全

国の港湾整備等において広域利用するスーパー

フェニックス事業を広島港等において実施しま

す。

4 国際的循環型社会構築への取組
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第2節 循環型社会の形成に向けた国の取組

（1）循環型社会形成推進基本法（循環型社会
基本法）

循環型社会の形成に関する施策を総合的、計画

的に推進するため、平成15年3月に循環型社会基

本法第15条に基づいて循環型社会基本計画を策

定しました。策定後5年目を迎え見直しを行った

新たな循環型社会形成推進基本計画において示さ

れた、物質フロー指標に関する目標及び取組指標

に関する目標の達成や、持続可能な社会の実現に

向け循環型社会・低炭素社会や自然共生社会と統

合して、循環型社会の形成を国内外問わず実現す

ること、地域循環圏の構築、充実させた指標の

フォローアップ、国際的な循環型社会の構築へ向

けた取組を総合的に進めます。

（2）廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃
棄物処理法）

平成13年5月に環境大臣は「廃棄物の減量その

他その適正な処理に関する施策の総合的かつ計画

的な推進を図るための基本的な方針」（基本方針）

を決定し公表しています。その中では、まず、で

きる限り廃棄物の排出を抑制し、次に、廃棄物と

なったものについては不適正処理の防止その他の

環境への負荷の低減に配慮しつつ、再使用、再生

利用、熱回収の順にできる限り循環的な利用を行

い、こうした排出抑制及び適正な循環的利用を徹

底した上で、なお適正な循環的利用が行われない

ものについては、適正な処分を確保することを基

本とすること等を定めています。これにより一般

廃棄物及び産業廃棄物の最終処分量を平成22年

度までに平成9年度のおおむね半分に削減するこ

ととしています。

また、廃棄物・リサイクル行政の目的が、これ

までの公衆衛生の向上や公害問題の解決から循環

型社会の形成へと変遷していることを踏まえ、今

後、我が国全体として、3Ｒに重点を置いた最適

なリサイクル・処理システムを構築していくこと

とし、平成17年5月に廃棄物処理法に基づく基本

方針を改正しています。一般廃棄物の処理につい

ては、この基本方針において、一般廃棄物の処理

に関する事業のコスト分析手法や有料化の進め方

並びに一般廃棄物の標準的な分別収集区分及び適

正な循環的利用や適正処分の考え方を示すことな

どを通じた技術的支援を国が行うべきとされてい

ます。そこで、国全体として3Ｒに重点を置いた

最適なリサイクル・処理システムを構築していく

ための施策の一つとして、一般廃棄物処理事業に

係るコスト分析の標準的手法を示す「一般廃棄物

会計基準」、有料化の進め方を示す「一般廃棄物

処理有料化の手引き」、一般廃棄物の標準的な分

別収集区分やエネルギー回収、最終処分等の処理

の考え方を示す「市町村における循環型社会づく

りにむけた一般廃棄物処理システムの指針」を市

町村に情報提供し、技術的支援を実施します。

さらに、改定された「廃棄物処理施設整備計画」

に基づき、廃棄物処理事業の3Ｒ化を進めていき

ます。

廃棄物系バイオマスについては、分別手法、収

集・運搬を含めた利活用のシステム全体について

は有効な手法をパターン化するため、有効である

と考えられる利活用の手法についてモデル地域に

おける実証を行い、廃棄物系バイオマスの大幅な

利活用の促進を図ります。

また、平成12年度から新たに創設された産業

廃棄物処理施設のモデル的整備事業に対する補助

制度により、廃棄物処理センターによる産業廃棄

物処理施設の整備促進を図ります。

最終処分場の確保が特に困難となっている大都

市圏のうち、近畿圏においては、大阪湾広域臨海

環境整備センターが行う広域処理場整備の促進及

び埋立ての円滑な実施を図ります。また、首都圏

においては、必要な広域処理場の確保に向けて、

関係地方公共団体間に働きかけを行います。

製品が廃棄物となった場合における処理が困難

となっているものとして廃棄物処理法に基づき指

定されている廃ゴムタイヤ等の一般廃棄物の処理

については、消費者が新規製品を購入する際等に

おいて販売店が廃棄物を引き取り、可能な範囲で

市町村以外のシステムで処理するなど、市町村の

処理が適正に行われることを補完するために製品
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の製造事業者等が行う協力を促進するとともに、

引き続き、広域認定制度を活用した製造事業者等

による広域的なリサイクルを進めます。

産業廃棄物問題の根本的な解決に向け、国の役

割を強化し、産業廃棄物運搬車両への表示等によ

る不法投棄等の不適正処理事案の発生の未然防止

や電子マニフェストの普及促進等による廃棄物処

理システムの透明性の向上、行政における体制整

備・対処能力向上を昨年度に引き続き進めてまい

ります。

PCB廃棄物については、平成28年までの処分

に向け、引き続き必要な体制の整備を行い、確実

かつ適正な処理を推進します。

石綿を含む廃棄物等の円滑かつ安全な処理を促

進するために、無害化処理認定制度により、石綿

を含む廃棄物の無害化処理を促進します。

（3）資源の有効な利用の促進に関する法律
（資源有効利用促進法）
平成13年4月に施行された「資源の有効な利用

の促進に関する法律」（資源有効利用促進法）や

産業構造審議会廃棄物処理・リサイクルガイドラ

インにおいては、従来進めてきた取組に加え、産

業構造審議会において平成20年1月に取りまとめ

られた報告書に基づいて、世界最高水準の省資源

社会の実現を図るため、一部のレアメタル等の各

種資源の投入量の更なる低減施策に取り組み、我

が国産業の競争力の維持・強化等を図ります。

具体的には、製品のサプライチェーン全体の資

源投入量の低減を図るため、特に部品・最終製品

の製造時に発生する工程くず等の副産物のリ

デュース対策を推進します。川上・川中企業（部

品サプライヤー等）では、川下企業（最終製品

メーカ）による設計や仕様によって副産物低減の

取組の自由度が制限されるなど、個別企業の取組

のみでは部分最適に陥り、省資源の効果が期待で

きないと考えられます。他方一部の先進的な川下

企業では、川上・川中企業と連携し、副産物の正

確な原価計算（見える化）を可能とするマテリア

ルフローコスト会計（MFCA）の活用等により、

省資源、省エネ、省CO2、作業量低減を同時に達

成し、いわば一石四鳥の効果を手にしています。

このように、川下企業と川上・川中企業間のすり

あわせを再強化し、副産物の更なるリデュースを

図る省資源型ものづくりの取組を推進（「すりあ

わせ2.0」）します。また、国においても、モデル

事業等を通じた最良事例の創出を進めます。また、

再生資源を新たな製品の原材料として利用する高

度リサイクルの取組も促進します。

一方、3Ｒ配慮製品の市場拡大に資するよう、

事業者による製品設計・製造の取組内容に関する

消費者への情報提供を、また、携帯電話等の使用

済製品の回収が促進されるよう、金やレアメタル

等の有用な資源が製品に高濃度で含まれているこ

と等に関する消費者への情報提供を進めます。さ

らに、パソコン等の製品の排出事業者において、

使用済製品の引渡先での処理の実態を把握するた

めの取組等を進めます。

（4）容器包装に係る分別収集及び再商品化の
促進等に関する法律（容器包装リサイク
ル法）

改正後の容器包装リサイクル法に基づき、容器

包装廃棄物の排出抑制を促進するため、容器包装

廃棄物排出抑制推進員（愛称：3Ｒ推進マイス

ター）を活用した消費者への更なる普及啓発や、

小売業に属する事業を行う者（指定容器包装利用

事業者）に対して義務付けられた容器包装廃棄物

の排出抑制促進措置を着実に実施し、レジ袋の有

料化やマイバッグの利用促進等を通じた容器包装

の使用合理化を図ります。また、平成20年度か

ら施行される「事業者が市町村に資金を拠出する

仕組み」等を円滑かつ着実に実施します。このほ

か、容器包装廃棄物の3Ｒを推進するため、レジ

袋等の使用量削減に関する地域モデル事業や再使

用容器の導入を促進するモデル事業、優れた取組

等に対する表彰制度等の各種施策を実施します。

（5）特定家庭用機器再商品化法（家電リサイ
クル法）

家電リサイクル法については、中央環境審議

会・産業構造審議会の合同会合において平成20

年2月に取りまとめられた報告書に盛り込まれた

措置を実施するため、対象品目の追加と再商品化

率等の設定、小売業者によるリサイクル・リユー

スの仕分け・引渡しに係るガイドラインの策定、

再商品化等費用に係る透明性の確保、小売業者に

よる適正な引取り・引渡しを確保するための

チェック体制の強化、不法投棄対策に関する資金

面を含めた関係者間協力体制の構築、離島におけ

る収集運搬の改善等に取り組みます。
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（6）使用済自動車の再資源化等に関する法律
（自動車リサイクル法）
制度の円滑な施行に向けて、引き続き関係事業

者や自動車所有者等に対して各種媒体を利用しつ

つ、制度の一層の広報・普及等を行っていきます。

具体的には、新聞などのマスメディアによる広報

や、各種イベントにおける活動などの幅広い手段

を用いて広報を実施していく予定です。

また、使用済自動車の引取りに支障が生じてい

る離島市町村や、使用済自動車等の不法投棄に対

して行政代執行の措置を行う都道府県等に対し

て、支援事業を行います。

（7）建設工事に係る資材の再資源化等に関す
る法律（建設リサイクル法）

建設リサイクル法については、社会資本整備審

議会・中央環境審議会の合同会合において、引き

続き制度の評価・検討を行っていきます。また、

建設工事関係者間の連携強化、分別解体、再資源

化の促進に向けて建設リサイクルに関する普及啓

発等を図っていきます。

さらに、社会資本整備審議会・交通政策審議会

の建設リサイクル推進施策検討小委員会において

平成20年3月にとりまとめられた建設リサイクル

推進に係る方策についての最終報告書を受け、新

たなリサイクル推進計画を作成する予定です。

（8）食品循環資源の再生利用等の促進に関す
る法律（食品リサイクル法）

食品リサイクル法及び関連する政省令等が改正

されたことを踏まえ、食品廃棄物等の発生量が一

定規模以上の食品関連事業者に対する定期報告の

義務付け等指導監督の強化、新たな再生利用事業

計画認定制度を通じた再生利用等の円滑な取組等

を推進します。

また、食品循環資源の再生利用等の推進を図る

ため、食品リサイクル製品に対する評価・認証の

仕組みやルールを構築するとともに、新たな食品

リサイクル制度の普及啓発、食品廃棄物を含むバ

イオマス利活用を図ろうとする地域に対する施設

整備の支援等を通じた食品循環資源の再生利用の

促進等を実施します。

（9）国等による環境物品等の調達の推進等に
関する法律（グリーン購入法）

国等の各機関では、「国等による環境物品等の

調達の推進等に関する法律」（グリーン購入法）

に基づく基本方針に即して毎年度環境物品等の調

達方針を作成・公表し、これに基づいて環境物品

等の調達の推進を図ります。また、基本方針に定

める国等が重点的に調達の推進を図る環境物品等

については、その開発・普及の状況、科学的知見

の充実等に応じて、適宜追加・見直しを行います。

地方公共団体におけるグリーン購入の取組を促

すため、地方公共団体を対象としたグリーン購入

に関するアンケート調査や、基本方針の変更につ

いての説明会等を行います。また、地方公共団体

向けのグリーン購入取組ガイドラインの試用を開

始します。

さらに、幅広い主体による環境物品等の購入を

推進するため、購入者が製品やサービスに関連す

る適切な環境情報を入手できる「商品環境情報提

供システム」を継続して運用していくとともに、

環境物品等に関する情報提供体制の在り方につい

てのガイドラインの普及・啓発を行います。この

ほか、環境ラベリングその他の手法による情報提

供を推進していきます。

廃棄物を大幅に低減するため、廃棄物の発生の

少ない製品やリサイクル可能な製品など、環境へ

の負荷の少ない製品の積極的な購入を進めるた

め、グリーン購入に率先して取り組む企業、行政、

消費者団体等各主体が連携した組織として発足し

たグリーン購入ネットワークの活動を積極的に支

援します。また、全国各地において開催するグ

リーン購入セミナーを通じて、グリーン購入の促

進を図っていきます。

（10）ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処
理の推進に関する特別措置法（PCB特
措法）

国が策定したPCB廃棄物処理基本計画に即し

た、都道府県及び政令市によるPCB廃棄物処理

計画の策定を推進します。また、日本環境安全事

業株式会社によるPCB廃棄物の拠点的な広域処

理施設の整備については、北九州事業、豊田事業、

東京事業、大阪事業及び北海道事業の進捗を図る

ことにより、全国のPCB廃棄物を法律に定める

処理期限である平成28年7月までに、一掃できる

よう努力することとしています。

さらに、国は処理費用負担能力の小さい中小企

業者が保管しているPCBを使用した高圧トラン

ス・高圧コンデンサの処理に係る負担を軽減する
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（1）財政措置等
循環型社会基本法では、政府は、循環型社会の

形成に関する施策を実施するために必要な財政上

の措置等を講じることとしています。国の各府省

の予算のうち、「循環型社会」の形成を推進する

ための経費は、平成20度当初予算額で約8,120億

3,285万円（うち、下水道事業費補助等 約4,777億

8,600万円）となっています（表4－2－1）。

金融措置として、日本政策投資銀行等において、

廃棄物・リサイクル対策等に係る融資施策を引き

続き講じます。

さらに、石綿の発生及び飛散の防止、適正な処

理等のために必要な設備資金等に係る低利施策を

引き続き講じます。

また、廃棄物処理施設に係る課税標準の特例措

置及び石綿含有廃棄物の処理施設に係る特例措置

等、廃棄物のリサイクルや適正処理の推進のため

の税制上の優遇措置を引き続き講じます。

（2）循環型社会ビジネスの振興
事業者が、再生資源の利用率目標の達成及び再

生資源の新規用途の開発などの、個別品目の状況

に応じた再生利用能力の向上を図ることを促進し

ます。また、再生資源やリサイクル製品は、初め
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ために設置しているPCB廃棄物処理基金を造成

するための予算措置を平成19年度に引き続いて

行います。

微量PCB汚染廃電気機器等の処理については、

国は引き続き、既存の廃棄物処理施設による実証

試験を行い、実証試験結果の検討を行うとともに、

中央環境審議会に設置された「微量PCB混入廃

重電機器の処理に関する専門委員会」における今

後の処理方策についての審議を踏まえ、必要な施

策を推進してまいります。

（11）特定産業廃棄物に起因する支障の除去
等に関する特別措置法（産廃特措法）

特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関す

る特別措置法（産廃特措法）に基づき、平成9年

の改正廃棄物処理法の施行前（平成10年6月17

日前）に、廃棄物処理法に定める処理基準に違反

して不適正に処分された産業廃棄物に起因する生

活環境保全上の支障の除去等の計画的かつ着実な

推進を都道府県等に対して呼びかけていきます。

2 循環型社会を形成する基盤整備

表４－２－１　主な循環型社会形成推進関係予算 
（百万円） 

自然界における物質循環の確保 
①バイオマスなどの活用の確保 
②再生可能エネルギーの積極的な利活用 
③森林整備などの自然環境の保全 

ライフスタイルの変革 
①環境教育及び学習の振興 
②民間活動の支援（主にNPO／NGO） 
③情報提供・広報活動の充実 

循環型社会ビジネスの振興 
①国による率先的な取組（主にグリーン購入） 
②調査の実施（主に規格化、経済的手法、環境マネジメント） 
③民間活動の支援（主に事業者） 
④科学技術の振興（主に設計・生産工程） 

安全で安心な廃棄物等の循環的利用と処分の実現 
①リサイクル対策関連法の政策目的実現のための事業 
②個別物品・個別事業に着目した3Ｒ推進のための事業 
③廃棄物の適正処理の支援（PCB等有害廃棄物処理、化学物質の管理を含む） 
④不法投棄対策の推進 
⑤国際的強調のための措置 

循環型社会を支えるための基盤整備 
①安全で適正な廃棄物処理施設の整備（熱回収の推進のための事業を含む） 
②汚水処理施設の整備 
③調査の実施（主に廃棄物等関係） 
④科学技術の振興 
⑤国による率先的な取組（主に人材育成、地域の取組支援） 

平成20年度 
812,033
152,589
27,026
27

125,537
1,169
453
211
505
1,288
18
465
447
357

14,014
750
1,554
4,713
6,646
350

642,973
94,488
544,231
342
2,124
1,789

平成19年度 
（855,973） 
（154,963） 
（30,290） 
（16） 

（124,656） 
（1,221） 
（512） 
（212） 
（497） 
（1,075） 
（79） 
（382） 
（338） 
（276） 

（11,876） 
（760） 
（911） 
（4,931） 
（4,931） 
（343） 

（686,838） 
（101,428） 
（578,547） 
（462） 
（3,896） 
（2,506） 

1

2

3

4

5

資料：環境省 



て使用される資源やこれによる製品に比べて割高

になりがちであることも踏まえつつ、信頼性を確

保し、国、地方公共団体、事業者、国民すべての

主体がリサイクル製品を積極的に利用することな

どにより、リサイクル製品の利用・市場の育成等

を推進します。

また、循環型社会の形成の礎となる産業廃棄物

処理業の優良化を推進するため、処理業者の優良

性の判断に係る評価制度の円滑な実施を図るとと

もに、中小企業を含めた事業者における環境報告

書や環境会計の作成・公表、地域コミュニティビ

ジネスの育成等を図ります。

（3）経済的手法の活用
多くの人の日常的な活動によって引き起こされ

ている廃棄物問題については、大規模な発生源や

行為の規制を中心とする従来の規制的手法による

対応では限界がある面もあります。このため、そ

の対策に当たっては、規制的手法、経済的手法、

自主的取組などの多様な政策手段を組み合わせ、

適切な活用を図っていくことが必要です。

そのため、第4章第2節1の（2）に示したよう

に、有料化に伴うさまざまな問題に関する考え方

や、有料化の検討の進め方などについて取りまと

めたガイドラインを通じて有料化を行う市町村を

支援していきます。

また、引き続き、ごみ（一般廃棄物）処理手数

料の徴収等の状況、デポジット制度（預託払戻制

度）等の経済的負担措置等の導入実態や課題につ

いての検討を実施します。

（4）教育及び学習の振興、広報活動の充実、
民間活動の支援及び人材の育成

平成16年10月に完全施行された「環境の保全

のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する

法律」及び同法に基づく基本方針（平成16年9月

24日閣議決定）に基づき、学校、地域、家庭等

様々な場における環境教育・環境学習を推進し、

環境保全活動に取り組む意欲を高めていくための

体験機会や情報の提供等の措置を進めます。また、

環境教育等の指導者に関する情報を教育現場等に

提供するため、環境省、文部科学省、農林水産省、

経済産業省及び国土交通省が連携して、同法に基

づく人材認定等事業の登録制度の円滑な運用を図

ります。さらに、平成17年から始まった「国連

持続可能な開発のための教育の10年」について

は、平成18年3月30日に関係省庁連絡会議で決

定した我が国における実施計画に基づき、多様な

主体とともに、関係府省が緊密に連携して関連施

策を推進します。

さらに、国民に対し3Ｒ推進に対する理解と協

力を求めるため、関係府省（内閣府、財務省、文

部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、

国土交通省、環境省）連携の下、毎年10月を

「リデュース・リユース・リサイクル（3Ｒ）推

進月間」と定め、引き続き、広く国民に向けて普

及啓発活動を実施します。また、3Ｒ推進月間の

事業の一環として、3Ｒの推進に貢献している個

人、グループ、学校及び特に貢献の認められる事

業所等を表彰する「リデュース・リユース・リサ

イクル推進功労者表彰」（リデュース・リユー

ス・リサイクル推進協議会主催）の開催を引き続

き後援します。

環境省では、子どもたちの地域における環境保

全活動を支援する「こどもエコクラブ事業」、家

庭におけるエコライフを支援するための「我が家

の環境大臣事業」、学校施設の環境配慮型の改修

及びその活用を通して環境教育を推進する「学校

エコ改修と環境教育事業」等を引き続き実施しま

す。また、「地球環境パートナーシッププラザ」

及び全国の「地方環境パートナーシップオフィス」

を拠点として、引き続き情報提供等を行う他、環

境保全についての助言等を行う人材を確保する

「環境カウンセラー事業」を推進します。さらに、

独立行政法人環境再生保全機構に設けられている

「地球環境基金」では、引き続き国内外の民間団

体が行う環境保全活動に対する助成を行います。

特に循環型社会形成推進のための活動には引き続

き積極的な支援を行います。

引き続き、NGO・NPO等の民間団体、事業者

等が地方公共団体等と連携して行うリデュース

（発生抑制）、リユース（再使用）を中心とする循

環型社会に向けた取組であって、先駆的・独創的

かつ他の地域に適用可能な一般性を有する事業に

ついて、アイディアを公募して、実証事業として

実施し、その情報提供を図ります。

文部科学省では、新たに新しい環境教育の在り

方に関する調査研究を実施するとともに、引き続

き全国環境学習フェアや環境教育担当教員講習会

の開催、環境のための地球学習観測プログラム

（GLOBE）モデル校の指定、総合的な学習の時間

におけるNPO等の外部人材の活用推進事業を行
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います。

また、文部科学省と環境省の連携・協力の下、

環境教育リーダー研修基礎講座の実施などを引き

続き行います。

経済産業省では、平成19年度に引き続き、地

域省エネ型リユース促進事業を実施し、地域にお

ける事業者や消費者等による、リターナル容器の

導入促進に向けたモデル事業を展開します。

内閣府では、平成19年度に引き続き「環境に

やさしい買い物キャンペーン」を10月に実施し

ます。また、民間団体による省資源・省エネル

ギーの促進に寄与する先駆的な実践活動のやモデ

ル的実施その成果の普及・定着を推進していきま

す。

（5）調査の実施・科学技術の振興
廃棄物に係る諸問題の解決とともに循環型社会

の構築を推進するため、科学技術基本計画のもと

策定された環境分野の推進戦略に基づき、競争的

資金を活用し広く課題を募集し、研究事業及び技

術開発事業を実施します。

廃棄物処理等科学研究費において、研究事業に

ついては、「3Ｒ推進のための研究」、「廃棄物系

バイオマス利活用推進のための研究」、「循環型社

会構築を目指した社会科学的複合研究」、「アスベ

スト問題解決をはじめとした安全、安心のための

廃棄物管理技術に関する研究」「漂着ごみ問題解

決に関する研究」を重点テーマとするとともに、

「バイオマス特別枠」を設け社会的・政策的必要

性に応じた廃棄物処理等に係る研究を推進しま

す。

技術開発事業については、「アスベスト廃棄物

の無害化処理技術開発」、「廃炉解体の低コスト化

技術開発」、「漂着ごみ問題解決に関する技術開

発」、「廃棄物系バイオマス利活用技術開発」、「3

Ｒ・エネルギー回収の高度化技術開発」を重点

テーマ枠とし、実用性、経済性が見込まれる次世

代を担う廃棄物処理等に係る技術の開発を図りま

す。

公害防止等試験研究費においては、「循環型社

会に資する新たな埋立類型の構築」など5課題の

試験研究を実施します。

また、建設廃棄物、特に混合廃棄物を構成する

各種資材を主対象として、建築物の解体工事等に

伴う廃棄物の発生抑制から収集・集積、加工・処

理、流通及び再生資材の活用までの各段階が連携

し、効果的に資源循環を推進するための技術体系

並びにその普及基盤の開発を行います。

また、製品の長寿命化や易リサイクル化等製品

の設計・製造段階といった上流分野における3Ｒ

に配慮した技術開発として、「元素戦略／希少金

属代替材料開発プロジェクト」、「革新的構造材料

を用いた新構造システム建築物研究開発」及び

「希少金属等高効率回収システム開発」等の事業

を推進していきます。

このほかにも、民間事業者の有する効率的な3

Ｒ技術の実用化の促進を図るため、民間企業から

公募により選定されたすぐれた循環システムの実

用化に向けた技術開発に対して補助をしていきま

す。

国立環境研究所では、第2期中期計画（計画期

間：平成18年度から22年度）に掲げられた重点

研究プログラムの一つである「循環型社会研究プ

ログラム」において、近未来に実現すべき循環型

社会の具体的な姿を描き、適切な廃棄物管理と資

源の循環的利用の下で、そこへ向かう社会の仕組

みや技術システムを提示するための研究を進めま

す。

（6）施設整備
平成17年度において、廃棄物の3Ｒを推進する

ための目標を設定し、広域的かつ総合的に廃棄物

処理・リサイクル施設の整備を推進する「循環型

社会形成推進交付金制度」を創設したところです

が、地域における循環型社会づくりのための社会

資本整備を加速させるため、交付金制度の改善、

強化を図ります。

具体的には、施設の有効利用、長寿命化を図る

ことを推進するため、最終処分場の再生事業（廃

棄物の減容事業）において、最終処分場の新たな

埋立終期まで水処理等ができるように、関連施設

の改修整備を交付対象とし、また、廃棄物処理施

設の地震による被害（稼働不能）を抑えるため、

特に耐震化が必要と認められる施設について、耐

震改修事業を推進していきます。また、計画的且

つ効率的な投資による施設の機能保全・延命化を

はかることを目的としたストックマネジメント導

入手法調査を実施します。

また、家畜排せつ物等について、地域における

有効利用を促進し、効率的かつ環境保全上適切に

循環するシステムを形成するための施設整備等を

推進します。
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再資源化施設に関しては、建設廃棄物等の再資

源化を促進するため、再資源化施設の稼働状況等

に関する情報交換システムの運用を推し進めてい

くとともに、再資源化施設の立地について、その

適正な立地誘導等が図られるよう必要な施策につ

いて検討を進めていきます。

地域における資源循環型経済社会構築の実現に

向けて、引き続き「エコタウン事業」を推進して

いきます。

水産物の加工流通過程における排水処理の高度

化及び水産加工残さ等のリサイクルの促進に必要

な施設整備を推進します。

最終処分場の確保が特に困難となっている大都

市圏のうち、近畿圏においては、大阪湾広域臨海

環境整備センターが行う広域処理場（廃棄物埋立

護岸、廃棄物受入施設、排水処理施設等）の整備

促進及び埋立ての円滑な実施を図ります。また、

首都圏をはじめその他の地域において、広域処理

場の確保が必要となった際に、関係地方公共団体

間に適切な働きかけを講じられるよう、次期広域

処理場のあり方についての検討を実施します。

港湾における廃棄物埋立護岸について、東京湾

等において整備を行います。

このほか、資源のリサイクルを促進するため、

首都圏の建設発生土を全国の港湾建設資源として

広域的に有効利用するプロジェクト（いわゆる

スーパーフェニックス）として、平成20年度に

は広島港等において建設発生土の受入を実施しま

す。

（7）生活環境保全上の支障の防止、除去等
産業廃棄物の不適正処分の防止と支障の除去

や、廃棄物の輸出入の適正化を図るため、地方環

境事務所の立入検査等の体制を強化するととも

に、都道府県や税関等との情報交換等の連携強化

により監視の強化に努めます。さらに、硫酸ピッ

チの不適正処理については、平成16年度の81件

28,353本から平成17年度の29件3,895本に大幅に

減少していますが、不適正処理の防止については、

引き続き関係機関と関連情報の共有等の連携等を

図り、防止対策を推進していきます。

また、産業廃棄物適正処理推進センターの基金

に対し、産業界の自主的な拠出に併せて国からも

補助を行っていきます。

さらに、環境省に設置した不法投棄ホットライ

ンを活用し、都道府県等とも連携して不法投棄の

早期発見、拡大防止に努めるほか、現場調査や関

係法令等に精通した専門家チームを派遣し、都道

府県等の不法投棄対策を支援します。また、適正

な循環型社会の形成を根幹から阻害するおそれの

ある不法投棄等の不法行為の規制強化等を進める

とともに、監視活動や啓発活動を引き続き強化し

ます。

（8）その他の政府の取組
木材の循環利用を促進するためには、建設廃棄

木材等の廃棄物系の木質資源のうち未利用となっ

ている資源の再使用・再資源化が必要であり、こ

れらの未利用となっている資源の有効活用を図る

ため、木質複合材料等の開発を行います。また、

接着剤により接着された木質系材料は木質部と接

着剤の分離が困難であることから、廃棄段階にお

いて簡易に分離・剥離する接着・分離技術を開発

することにより再使用・再生利用・再資源化を促

進します。

また、循環型社会の形成等の観点を踏まえ、加

工時のエネルギー消費量が少なく、再生産可能な

資源としての特性を有する木材とりわけ国産材の

利用を推進してまいります。

下水道事業において発生する汚泥は、産業廃棄

物の総発生量の約18％を占め、下水道の普及に

伴いその発生量は年々増加している一方、下水汚

泥を受け入れている最終処分場の残余年数は依然

として非常に厳しい状況にあり、今後さらなる汚

泥の減量化、再生利用に加え、地球温暖化対策の

推進も踏まえたエネルギー利用が必要となってい

ます。このような状況を踏まえ、下水汚泥資源化

施設の整備の支援、下水道資源の循環利用に係る

計画策定の推進、下水汚泥再生利用・エネルギー

利用に係る技術開発の促進・普及啓発などに取り

組んでいきます。

使用済みFRP船の処理については、平成19年

度から全国においてリサイクル処理が可能となっ

たため、今後ともリサイクル処理の必要性及び

FRP船リサイクルシステムの周知広報等をおこ

なうことにより、FRP船のリサイクル処理の普

及促進に取り組んでいきます。

日本工業標準調査会（JISC）は環境配慮製品

の普及のため、平成14年4月に策定した「環境

JISの策定促進のアクションプログラム」に基づ

き、3Ｒ・環境配慮設計・地球温暖化対策・有害

物質対策・環境汚染対策に資する規格の制定・改
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正に取り組みます。

また、環境負荷の低減、環境情報の提供、JIS

の活用等を念頭におき、消費者等利害関係者から

の意見を反映し、規格の制定・改正を行い、JIS

に対する信頼感に答えていきます。

さらに、平成16年6月に策定した「国際標準化

活動基盤強化アクションプラン」に基づき、わが

国の優れた環境技術を国際提案し、国際標準化活

動に取り組みます。

平成17年9月に設置された中部圏ゴミゼロ型都

市推進協議会では、廃棄物の減量化目標の達成、

3Ｒの推進、廃棄物処理・リサイクル施設の整備

を内容とする中長期計画を策定します。首都圏ゴ

ミゼロ型都市推進協議会では、平成14年4月に取

りまとめた中長期計画の成果と課題を踏まえ、次

期中長期計画の取りまとめを行います。また、京

阪神圏ゴミゼロ型都市推進協議会では、平成15

年3月の取りまとめを踏まえ、それらの進捗状況

についてフォローアップを行います。

地球温暖化の防止、循環型社会の形成、競争力

のある新たな戦略的産業の育成、農林漁業・農山

漁村の活性化の観点から、バイオマスを総合的か

つ効率的に最大限利活用し、持続的に発展可能な

社会「バイオマス・ニッポン」を早期に実現する

ことが重要です。このため、平成18年3月に閣議

決定された新たな「バイオマス・ニッポン総合戦

略」に基づき、バイオマスの利用の加速化を図り

ます。

具体的には、関係府（1府6省）で構成する、

「バイオマス・ニッポン総合戦略推進会議」にお

いて、平成19年2月に作成した工程表に基づき、

国産バイオ燃料の生産拡大に向けた取組を推進し

ます。また、農林漁業者とバイオ燃料製造業者が

共同して原材料生産と燃料製造を行う取組及びバ

イオ燃料に関する研究開発の促進を図ることを目

的とした「農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原

材料としての利用の促進に関する法律案」を第

169回国会に提出しました（平成20年2月）。

また、食料自給率の低い我が国において、食料

供給と競合しない稲わら等のソフトセルロースを

原料として、収集・運搬からバイオ燃料を製造・

利用するまでの技術実証を一体的に行い、ソフト

セルロースの利活用技術を確立するとともに、バ

イオ燃料向け資源作物の開発や資源作物全体から

高効率にエタノールを生産する技術開発等を進め

ます。

さらに、平成20年度税制改正において、バイ

オエタノール混合ガソリンに係るガソリン税（揮

発油税及び地方道路税）の軽減措置、バイオ燃料

製造設備に係る固定資産税の軽減措置を創設し、

バイオ燃料の生産・利用拡大を図ります。このほ

か、地域のバイオマスを効率的に利活用するバイ

オマスタウンを22年度までに300地区程度構築す

ることを目指し、バイオマスタウン構築を推進し

ます。このほかにも、加工時のエネルギー消費量

が少ない地域材の利用等を推進するとともに、建

設廃棄木材等の廃棄物系の木質資源のうち未利用

となっている資源の再使用・再資源化を図るた

め、木質複合材料等の開発を行います。さらに、

家畜排せつ物等有機性資源のたい肥化や再生可能

エネルギーとしての利活用などによる循環的利用

の促進等を推進します。また、農業集落排水事業

において、発生する汚泥の有機肥料等へのリサイ

クルを推進します。

静脈物流の拠点となる港湾を総合静脈物流拠点

港（リサイクルポート）に指定し、広域的なリサ

イクル関連施設の臨海部への立地を推進するとと

もに、循環資源の収集・輸送・処理の総合的な静

脈物流拠点を形成し、ネットワーク化を図ります。

また、国内の静脈物流システムとも連携を図りな

がら、循環資源の輸出入ターミナルの拠点化・大

型化、品質管理の強化等による効率的な国際静脈

物流システムの構築に向けた検討も推進していき

ます。

地方公共団体は、循環型社会の形成に関する

様々な施策を策定・実施する主体です。その施策

は当該区域の自然的社会的条件を踏まえて実施さ

れるものであることから、国は、地方公共団体が

実施する施策の適切さを確保するために、法制定

等により地方公共団体の役割やその実施すべき施

策を明確化すること、通知等により法解釈を具体

的に明らかにすること、地方公共団体が施策を実

施する際によって立つべき基準を設定すること、

地方公共団体が施策を実施する際の参考となる指

針を設定すること等、地方公共団体の実施する施

策を支援する措置を講じていきます。

また、地方公共団体が循環型社会の形成に関す

る施策を講ずるために必要な費用について、国庫

補助金、地方公共団体への融資等、必要な財政措

置を講じることとしています。
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3 循環型社会の形成と地球環境問題

（1）廃棄物と地球温暖化対策
廃棄物の焼却や埋立てに伴う温室効果ガスにつ

いては、平成20年3月28日に改定された京都議

定書目標達成計画に基づき、その発生量の抑制を

図ります。

具体的には、廃棄物等の発生抑制・再使用・再

生利用の推進によって廃棄物焼却量や直接埋立量

の抑制を図ります。また、化石系資源の使用量の

抑制を図るため、廃棄物発電施設や、有機性廃棄

物からのメタン回収を高い効率で行う施設に対し

補助するなど、燃やさざるを得ない廃棄物の焼却

に伴って生じる排熱を有効に活用する廃棄物発

電・熱利用やバイオマスエネルギーの活用を推進

していきます。

平成15年度から実施している、廃棄物処理施

設における温暖化対策事業については、民間事業

者が行う地球温暖化対策に資する高効率の廃棄物

発電、廃棄物熱供給施設や廃棄物燃料製造施設の

整備を促進させるため、当該設備の整備に必要な

追加費用に対して支援を行っていきます。

（2）国際的な取組
有害廃棄物等の輸出入等の規制を適切に実施す

るため、バーゼル法及び廃棄物処理法の適切な施

行及び運用を行います。また、アジア各国に対し

ては、有害廃棄物の不法輸出入防止に関するアジ

アネットワークによる情報交換を引き続き行うと

ともに、バーゼル条約事務局と連携し、アジアに

おけるE-waste対策を推進します。

2008年（平成20年）5月のＧ8環境大臣会合等

において、議長国として3Ｒイニシアティブ推進

に向けた国際的議論を主導するとともに、それら

の成果も踏まえ、3Ｒに関する技術移転及び3Ｒ

に関する研究ネットワークの形成の推進や、東ア

ジア循環型社会ビジョンの策定に向けた調査を実

施します。

開発途上国の自主的な取組を支援するため、開

発途上国の要請に応じて、政府開発援助（ODA）

による協力を行っていきます。また、中国との循

環型都市に関する協力やグリーン・エイド・プラ

ン（GAP）を通じた専門家派遣、研修事業の実

施や、各国が相互に連携し、域内における資源有

効利用と環境汚染防止の両立を図るため、二国間

政策対話の推進や、二国間での適正な資源循環

ネットワーク構築のための共同研究等を推進して

いきます。

循環型社会基本法では、国は、循環型社会の形

成に関する国際的な相互協力を推進するために必

要な措置を講ずるよう努めるものとしており、こ

の趣旨を踏まえて、施策を更に推進していきます。




